







その他のタイトル Tasks of School Administration from the



































国内措置Jとして， 11. この条約の実施のためには，新たな国内立法措置を必要としないJ12. 
なお， この条約を実施するためには，予算措置は不安である」と明言しているは)。また，第123




わけでございますj と述べている (4)。すなわち， 1権利条約」を踏まえた国内法の改正@立法の
措置は一切不安だとするのが，政策担IJの対応である。



























































もの権利を呉体的に規定した笛所は第 I部であるO 盛り込まれた内容は極めて幅広し 1。こうした
f権利条約」が具体的に学校教育にどのように関わってくると捉えられるのか。林量淑はWJ頁下
の規定内容を挙げている (6)。また，北)1邦ー は， i権利条約jの諸規定に基づいて， i意見表明
権Ji表現@情報の自由Ji思想@良心・宗教の自由Ji結社・集会の自由Jiプライパシィ，通信，
名誉の保護，教育に関する自己情報を知る権利Ji子どもの私的自由とそれに対する殺の指示・








































































































































































































































し 1 カ~t.こし ¥0
教育の内的事項に関わる問題の意思決定については，周知iのように「函家の教育権J論と「随
民の教育権」論という枠組みでの争論がある。後者は， i公権力@出家・行政」に相対峠する
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